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科学技術イノベーション総合戦略 2017（案）：第＊章 経済・社会的課題への対応 ～地球規模課題への対応と世界の発展への貢献 （抜粋） 
総合戦略 2016（第２章（３）抜粋） 総合戦略 2017 案（第＊章該当部分） 

第２章 経済・社会的課題への対応 

（３）地球規模課題への対応と世界の発展への貢献 

気候変動、生物多様性の減少、食料・水資源問題、感染症など、人類が直面する地球規模

課題を解決するために、我が国のポテンシャルを生かして戦略性を持ちつつ国際連携・協力

に積極的に関与することが求められている。平成 27 年９月に開催された国連総会では、ミレ

ニアム開発目標（ＭＤＧｓ）が達成期限を迎え、2030 年に向けたより包括的で新たな世界共

通の目標として、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を中核とする 2030 アジェンダが採択され

た。このような地球規模課題の中で、気候変動は、様々な経済・社会的課題に影響し、国際

的な枠組みの下でその解決に取り組む必要があり、科学技術の活用の観点から優先的に取り

上げるべき重要政策課題の一つである。相互に関連した地球規模課題への対応において、我

が国が優位性を持つ地球観測や環境予測の技術を生かし、地球環境の観測・予測データの情

報基盤の構築により気候変動への対応に資する研究開発をシステム化することは、ＳＤＧｓ

の実施においても我が国の重要な取組の一つとなると考えられる。 

 

 

地球環境情報プラットフォームの構築 

［Ａ］基本的認識 

 温室効果ガス濃度の増加に伴う地球温暖化に代表される気候変動は、風水害の増加や水資

源の減少、食料生産や生態系への悪影響等、今後更に経済・社会に重大な影響を与える恐れ

がある。このような現状を踏まえ、国内の温室効果ガスの排出量を、排出削減と吸収量の確

保により、2030 年度に 2013 年度比 26.0％減（2005 年度比 25.4％減）の水準にすることを

目標とした「日本の約束草案」を平成 27 年７月に決定した。そして、今後の温室効果ガス

の排出削減によっても回避できない気候変動の影響による被害を最小化あるいは回避し、迅

速に回復できる、安全・安心で持続可能な社会の構築を目指して、平成 27 年 11 月に「気候

変動の影響への適応計画」が策定された。さらに、平成 27 年 11 月から 12 月にかけて開催

された国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議において、世界的な平均気温上昇を産業革

命以前に比べて２℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること、適応能

力を向上させること、資金の流れを低排出で気候に強靱な発展に向けた道筋に適合させるこ

と等を規定した「パリ協定」が採択された。また、日本の約束草案やパリ協定を踏まえて、

我が国唯一の地球温暖化に関する総合的な計画である「地球温暖化対策計画（平成 28 年５

月 13 日閣議決定）」を策定した。このように、我が国及び世界において、温室効果ガス排出

量の大幅な削減による気候変動の緩和とともに、気候変動の影響への適応に取り組むことが

求められている。 

そのための取組として、地球環境情報をビッグデータとして捉え、気候変動に起因する経

第＊章 経済・社会的課題への対応 

（＊）地球規模課題への対応と世界の発展への貢献 

気候変動、生物多様性の減少、食料・水資源問題、感染症など、人類が直面する地球規模

課題を解決するために、我が国のポテンシャルを生かして戦略性を持ちつつ国際連携・協力

に積極的に関与することが求められている。平成 27 年９月に開催された国連総会では、ミレ

ニアム開発目標（ＭＤＧｓ）が達成期限を迎え、2030 年に向けたより包括的で新たな世界共

通の目標として、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を中核とする 2030 アジェンダが採択され

た。このような地球規模課題の中で、気候変動は、様々な経済・社会的課題に影響し、国際

的な枠組みの下でその解決に取り組む必要があり、科学技術の活用の観点から優先的に取り

上げるべき重要政策課題の一つである。相互に関連した地球規模課題への対応において、我

が国が優位性を持つ地球観測や環境予測の技術を生かし、地球環境の観測・予測データの情

報基盤の構築により気候変動への対応に資する研究開発をシステム化することや生物多様性

の保全と持続可能な利用のための技術開発を進めることは、ＳＤＧｓの実施においても我が

国の重要な取組の一つとなると考えられる。 

 

地球環境情報プラットフォームの構築等 

［Ａ］基本的認識 

 温室効果ガス濃度の増加に伴う地球温暖化に代表される気候変動は、風水害の増加や水資

源の減少、食料生産や生態系への悪影響等、今後更に経済、社会に重大な影響を与える恐れ

がある。本問題に対処するため、世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十

分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること、適応能力を向上させること、資金

の流れを低排出で気候に強靱な発展に向けた道筋に適合させること等を規定した「パリ協定」

が平成２８年１１月５日に発効し、我が国も１１月８日に受諾した。我が国においては、こ

の協定への対応も視野に入れた、地球温暖化に関する総合的な計画である「地球温暖化対策

計画（平成 28 年５月 13 日閣議決定）」を策定した。気候変動による様々な影響に対し、政

府全体として整合のとれた取組みを総合的かつ計画的に推進するための「気候変動の影響へ

の適応計画（平成２７年１１月２７日閣議策定）」が策定されている。このように、我が国及

び世界において、温室効果ガス排出量の大幅な削減による気候変動の緩和とともに、気候変

動の影響への適応に取り組むことが求められている。 

 

 

 

 

このため、地球観測の取組を着実に進めるとともに、気候変動の解明・予測及びその評価

資料３－１ 
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済・社会的課題の解決へ活用し、環境・経済・社会問題の統合的取組により、持続可能な低

炭素社会の実現に貢献することが注目されている。そこで、地球環境の観測・予測データ及

び経済・社会問題に関連した各種データを統合した情報基盤（地球環境情報プラットフォー

ム）を構築し、この情報基盤の活用により気候変動に起因する各種経済・社会的課題（海面

上昇、降水量の変化に伴う耕作適地の変化、水害防止等）の解決に貢献する技術開発を推進

する。この取組により、温室効果ガス排出量の監視と排出削減施策の効果検証への寄与、再

生可能エネルギーの円滑な導入と安定的な利用の促進、政府の「気候変動の影響への適応計

画」の実施や地方自治体の適応計画の策定に貢献する価値が創出される。さらに、国際的な

枠組みの下で、科学技術外交や国際連携・協力を通じて、世界の持続的な発展へ貢献するこ

とが重要である。 

 

 

 

なお、気候変動への対応技術は、様々な経済・社会分野の取組と関連している。気候変動

の緩和技術はエネルギー分野と、気候変動の影響への適応技術は防災・減災分野と関連が深

い。そこで、地球環境情報プラットフォームの構築に当たっては、第２章に記載された他の

重点的取組のうち、エネルギーバリューチェーンの最適化や自然災害に対する「予測力」関

連技術等との連携協力に留意する。 

 

 

 

 

［Ｂ］重きを置くべき課題 

 地球規模の気候変動に対応するためには、地球環境の観測技術の開発と継続的観測の推進、

スーパーコンピュータ等も活用した気候変動の予測技術等の高度化、観測・予測データを統

合した情報基盤の構築等、気候変動への対応技術の開発の４段階の取組をシステム化し、相

互に関連づけて推進する必要がある。 

まず、気候変動プロセスの解明と地球規模課題の解決に必要とされる大気と海洋及び地形・

植生・土地利用等の陸上の状態と温室効果ガスや大気汚染物質等に対する衛星リモートセン

シング技術の開発、継続的な衛星運用と陸域や海域からの観測を含む地球観測体制の整備、

気候変動に伴う地球温暖化の影響が顕著に現れる北極域の研究の推進が重要である。これら

の取組に当たっては、観測データのニーズに応じた技術開発に留意する。次に、地球観測デ

ータを用いて、物質循環やティッピング・エレメント等に着目した地球システムモデルの改

良・拡張や、気候変動の影響を評価するモデルとの統合等により、スーパーコンピュータ等

も活用して気候変動等の予測技術を高度化し、様々な経済・社会的課題に対応した時間・空

間解像度と精度の予測データを創出することが重要である。また、温室効果ガスの排出削減

に寄与するためには、大都市・大規模排出源単位での二酸化炭素等の排出量推定技術の高度

の手法等の分野の知見の充実のための調査研究、技術開発を促進する。気候変動の影響並び

にとるべき対応は地域毎に異なってくると想定されることから、全球レベルの気候変動予測

を高度化させるとともに、地域の状況に応じたきめ細かな影響評価技術、対応技術の開発等

を行っていくことが特に重要である。 

また、地球環境等の状況にかかる情報の分野においては、海洋環境の保全と調和した海洋

の開発・利用の促進、海洋における脅威への対応等の必要性を背景として平成２８年７月に

総合海洋政策本部において我が国の海洋状況把握（MDA: Maritime Domain Awareness）の能

力を強化することが決定されている。このような状況を踏まえ、地球環境情報をビッグデー

タとして捉え、気候変動に起因する経済・社会的課題の解決へ活用していくため、上述のよ

うな地球環境の観測・予測データ及び経済・社会問題に関連した各種データを統合した情報

基盤（地球環境情報プラットフォーム）を構築し、この情報基盤の活用により気候変動に起

因する各種経済・社会的課題（海面上昇、水害防止等）の解決に貢献する技術開発を推進す

る。 

更に、生物多様性については、その保全と持続可能な利用を進めるこれに基盤をおいた各

種産業の継続の観点からも重要であることから、気候変動問題と同様に、生物データのデー

タベース化や気候データとの連係によるプラットフォームの構築等を進めるとともに、生態

系サービスの社会的・経済的価値の評価に係る技術開発や生物多様性に係る諸問題への対応

における技術開発、技術の普及を進める。 

これらの取組みを進める上では、国際的な枠組みの下で、科学技術外交や国際連携を通じ

て、世界の持続的な発展へ貢献することが重要である。 

 

 

［Ｂ］重きを置くべき課題 

 地球規模の気候変動に対応するためには、地球環境の観測技術の開発と継続的観測の推進、

スーパーコンピュータ等も活用した気候変動の予測技術等の高度化、観測・予測データを統

合した情報基盤の構築等、気候変動への対応技術の開発の４段階の取組をシステム化し、相

互に関連づけて推進する必要がある。 

まず、気候変動プロセスの解明と地球規模課題の解決に必要とされる大気と海洋及び陸上

の状態と温室効果ガスや大気汚染物質等に対する衛星リモートセンシング技術の開発、衛星

運用と地球観測の継続的な実施並びに観測体制の整備、気候変動に伴う地球温暖化の影響が

顕著に現れる北極域の研究の推進が重要である。また、地球観測データを用いた地球システ

ムモデルの改良・拡張等により、気候変動等の予測技術を高度化し、様々な時間・空間解像

度と精度の予測データを創出するとともに、気候変動の影響評価の手法開発やこれを用いた

評価を実施することにより、地域の適応策の立案等貢献することが重要である。更に、温室

効果ガスの排出削減に寄与するためには、大都市・大規模排出源単位での二酸化炭素等の排

出量推定技術の高度化が有効である。これに加えて、地球環境の観測・予測データやこれと

併せて経済・社会問題に関連した各種データも格納している各種の情報基盤、地方公共団体、
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化が有効である。そして、地球環境の観測・予測データと経済・社会問題に関連した各種デ

ータとを統合した情報基盤を構築し、気候変動への対応技術の開発に資する情報を提供する

とともに、経済・社会的課題の解決のためのアプリケーションの開発・実装を支援する必要

がある。さらに、この情報基盤を活用して、温室効果ガス排出量の監視と排出削減施策の効

果検証、再生可能エネルギーの導入に寄与する太陽光・水力発電の出力変動の予測気候変動

が自然環境や人間社会に与える影響の把握、気候変動の影響に対する適応策の効果や気候変

動の緩和策と適応策のシナジーとトレードオフの評価等を可能にする技術開発の推進が重要

である。 

 

 

 

 

 

 

更に、これらの取組に当たっては、研究者だけでなく社会の様々なステークホルダーの連

携と協働による超学際的な研究開発を推進する「フューチャー・アース」構想や、地球規模

課題への対応に向けた政策決定等に資する地球観測・予測情報の創出を目指す「全球地球観

測システム（ＧＥＯＳＳ）」等の国際枠組みに貢献することが重要である。また、研究開発成

果を社会実装する観点から、開発した技術を企業等が活用した新たなサービスや事業の展開

を促進するとともに、地方自治体等の参画を得て開発した気候変動への対応技術をモデル地

域で実証するための環境を整備し、その成果を経済・社会活動に波及させる必要がある。 

 

 

 

［Ｃ］重きを置くべき取組 

１）地球環境情報プラットフォームの構築 

【総務省、文部科学省、国土交通省、環境省】

・ 衛星搭載センサ等の性能向上と地球観測衛星の開発・運用及び陸域・海域・極域を含む

継続的な地球観測の推進と新たな観測技術の開発 

【総務省、文部科学省、環境省】

・  スーパーコンピュータ等も活用した地球環境の予測モデルとシミュレーション技術及

び温室効果ガス排出量推定技術の高度化 

【文部科学省、国土交通省、環境省】

・ 地球環境の観測・予測データを統合した情報基盤の構築と気候変動適応情報の収集・発

信  

【総務省、文部科学省、環境省】

・  情報基盤を用いた気候変動の緩和と気候変動の影響への適応に貢献する技術の開発  

事業者、国民等による適応の取組を支える情報基盤等の一層の充実を図り、気候変動への対

応技術の開発に資する情報を提供するとともに、経済・社会的課題の解決を目的とした再生

可能エネルギーの導入に寄与する太陽光・水力発電の出力変動の予測等を可能とするアプリ

ケーションの開発・実装を支援する必要がある。これらの取組に当たっては、第＊章に示し

た環境系データベースを含めた情報基盤相互の連携及び利便性に配慮することが重要であ

る。 

生物多様性の保全については、まず、国内における生物種の生息状況等を把握し、データ

ベースとして整備することにより広く国民に普及啓発していくことが重要である。分布状況

の把握においては、大学・研究開発法人等の研究調査機関や関係省庁による情報に加えて、

ＮＰＯ・ＮＧＯや国民による把握結果についても活用していくことが重要である。更に、よ

り効率的・総合的な状況の把握のために、ＩＣＴ等の導入に向けた技術開発、技術の普及を

進めることが重要である。生物多様性がもたらす生態系サービスについては、社会における

理解が十分ではないことから、人間の福利や社会経済にもたらす価値の定量化を進めること

が重要である。 

これらの取組に当たっては、ＳＤＧｓや研究者だけでなく社会の様々なステークホルダー

の連携と協働による超学際的な研究開発を推進するフューチャー・アース構想や、地球規模

課題への対応に向けた政策決定等に資する地球観測・予測情報の創出を目指す全球地球観測

システム（ＧＥＯＳＳ）、ＩＰＣＣ、ＩＰＢＥＳ等の国際枠組みに貢献することが重要であり、

ＧＥＯＳＳを推進する「地球観測に関する政府間会合（ＧＥＯ）」の戦略的活用を一層推進し

ていく必要がある。また、研究開発成果を社会実装する観点から、開発した技術を企業等が

活用した新たなサービスや事業の展開を促進するとともに、地域における具体的な気候変動

の適応策立案等に係る最新の科学的知見を反映するための体制を構築し適切に運用していく

ことが必要である。 

 

［Ｃ］重きを置くべき取組 

１）地球環境情報プラットフォームの構築等 

【総務省、文部科学省、国土交通省、環境省】

・ 衛星搭載センサ等の性能向上と地球観測衛星の開発・運用及び陸域・海域・極域を含む

継続的な地球観測の推進と新たな観測技術の開発 

【総務省、文部科学省、環境省】

・  スーパーコンピュータ等も活用した地球環境の予測モデルとシミュレーション技術及

び温室効果ガス排出量推定技術の高度化 

【文部科学省、国土交通省、環境省】

・ 地球環境の観測・予測データを統合した情報基盤の構築  

【総務省、文部科学省、環境省】

・  情報基盤を用いた気候変動の緩和と気候変動の影響への適応に貢献する技術の開発  

【文部科学省、環境省】
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【文部科学省、環境省】

 

 

（2020 年までの成果目標） 

○地球環境の観測技術の開発と継続的観測の推進 

・  降水・雲・風・水蒸気・大気汚染物質等の衛星リモートセンシング技術の開発 

・  海面・地形・雪氷・土地被覆・植生・土壌水分・地表面温度等を観測する衛星の開発と

運用 

・  北極域での国際共同研究と海氷下観測技術の開発 

・  温室効果ガスやエアロゾルを観測する衛星の開発と運用 

・  Ｇ７科学技術大臣会合等での議論も踏まえた国際観測協力枠組みの強化及びそれに資

する海洋観測技術の研究開発の推進 

○気候変動の予測技術等の高度化 

・  高解像度・短時間の気象・水循環予測の実現 

・  地球システムモデルの改良・拡張による気候変動の中長期予測の高度化 

・  気候変動による影響を高精度かつ現実的に評価するための気候モデル・影響評価モデル

の統合化 

・  大都市・大規模排出源単位での二酸化炭素等の排出量算定技術の高度化 

○観測・予測データを統合した情報基盤の構築等 

・  観測データの高次処理とデータ提供 

・  アプリケーションの開発・実装を促進する情報基盤の構築 

・  気候変動適応情報の収集・発信 

○気候変動への対応技術の開発 

・  太陽光・水力発電の出力変動を予測するアプリケーションの開発 

・  気候変動の影響と適応策の効果を評価する技術の開発 

 

 

 

 

 

２）社会実装に向けた主な取組 【文部科学省、環境省】 

・  地球環境情報プラットフォームの活用 

・  気候変動の緩和策と気候変動の影響への適応策を推進するための環境整備 

・  世界各国における温室効果ガス排出量の監視と排出削減施策の効果検証の支援 

 

・  生物多様性の保全を促すための生物種の生息状況の調査、データベースの構築、国民へ

の普及啓発 

【環境省】

（2020 年までの成果目標） 

○地球環境の観測技術の開発と継続的観測の推進 
・  降水・雲・風・水蒸気・大気汚染物質等の衛星リモートセンシング技術の開発 
・  海面・地形・雪氷・土地被覆・植生・土壌水分・地表面温度等を観測する衛星の開発と

運用 
・  北極域での国際共同研究と海氷下観測技術の開発 
・  温室効果ガスやエアロゾルを観測する衛星の開発と運用 
・ 国際観測協力枠組みの強化及びそれに資する海洋観測技術の研究開発の推進 
○気候変動の予測技術等の高度化 
・  高解像度・短時間の気象・水循環予測の実現 
・  地球システムモデルの改良・拡張による気候変動の中長期予測の高度化 
・  気候変動による影響を高精度かつ現実的に評価するための気候モデル・影響評価モデル

の統合化 
・  大都市・大規模排出源単位での二酸化炭素等の排出量算定技術の高度化 
○観測・予測データを統合した情報基盤の構築等 
・  観測データの高次処理とデータ提供 
・  アプリケーションの開発・実装を促進する情報基盤の構築 
 
○気候変動影響の観測・監視・予測・評価・発信システムの構築 
・  太陽光・水力発電の出力変動を予測するアプリケーションの開発 
・  気候変動影響と適応情報を収集・発信する情報基盤の構築 
・  気候変動の影響と適応策の効果を評価する技術の開発 
・  気候変動の影響評価の手法開発、気候変動の影響評価の実施 
○生物多様性保全・生態系サービスの維持のための対応技術の開発 
・  生物多様性情報に係るデータベースの充実、国民への普及啓発 
・  生態系サービスが社会・経済にもたらす効果に関する評価の高度化 
・  ICT を用いた生物多様性モニタリング技術、野生鳥獣管理技術の開発 
２）社会実装に向けた主な取組 【文部科学省、環境省】 
・  地球環境情報プラットフォームの活用 
・  気候変動の緩和策と気候変動の影響への適応策を推進するための環境整備 
・  世界各国における温室効果ガス排出量の監視と排出削減施策の効果検証の支援 
・  地球環境情報に係る情報基盤の相互の連携及び利便性の向上 
・  生物多様性情報に係るデータベースの活用 

 


